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本論文は 6 章で構成される。第 1 章では、占領期日本の安全保障政策にとって、国連がどのような位置を占めてい
たのかを、主に公開された外交文書を用いて詳しく考察した。あわせて、日本政府が、非武装を求めた憲法第 9 条と
加盟国の兵力提供を求めた国連憲章第 7 章の関係をどう考えたのかを明らかにした。

































第 1 章 占領期日本の安全保障と国連 (1945-1951年)
第 2 章 国連軍参加に関する政府解釈の変遷 (1952-1990年)
第 3 章集団的自衛権に関する政府解釈の推移 (1945-1990年)
第 4 章 1990年代 日本の集団安全保障参加論議
第 5 章 冷戦後の国連の集団安全保障の現状
第 6 章 国連の集団安全保障への日本の参加の可能性と限界
本論文は、国連の集団的安全保障と日本の政策に関する通時的な研究(第 1 章から第 4 章)でこれほど綿密な研究
成果は過去に例がなく、これを単に学術的な業績にとどめず、さらに国連行動への日本の参加の具体的な形態に関す
る政策オプション(憲章上の国連軍、多国籍軍、 PKO、スタンディング・フォース構想)の比較検討の部分(第 5
章)や日本の参加条件に関するバランスのとれた政策展望(最終章)を加えることで今後の政策の現場での意思決定
に大きく頁献しうる示唆を十分に提示しているものとも考える。かかる所見から、博士(国際公共政策)の学位論文
として十分にそのレベルに達しているものと考えるo
-658-
